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要 旨 

 

 アジア地域に進出した日系企業にとって現地従業員の賃金上昇は経営上の課題の中でも最も上

位にくる問題となっている。賃金上昇は当該国が内需型の成長を遂げる上で重要な指標の 1つであ

り、必ずしも悲観されるものではない。しかしながら想定を超える賃金上昇は、人件費を上回る経

営効率向上を迫るものであり、進出企業はこの対応に苦慮していると思われる。生産効率向上の手

段としては、（1）原材料・部品の現地調達や設備の現地化、（2）自動化などによる生産工程の省力

化、（3）生産ラインの省スペース化や省エネ化、といったものとなろう。こうした対応を同時に進

めることが企業の生産効率を高めるのに不可欠であるものの、中でも現地調達率をどこまで高める

ことができるかが、コスト低減効果が大きく事業承継において重要なカギを握る。本特集では、各

国の現地調達の最新状況やそれぞれの国における企業の取り組みなどを紹介する。全 15回。 
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現地調達率の向上には産業基盤の強化が重要 

 

アジア大洋州課 水谷俊博 

 

IMFの報告によると、ASEAN5（インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム）の 2014年の GDP

成長率は 4.6％で、世界平均の 3.4％を 1.2 ポイント上回る。ASEAN をはじめ高成長が続くアジア諸国で

は、多くの日系企業から現地従業員の賃金高騰が経営上の問題点として指摘される。今後、企業はコス

ト低減に向け、現地調達率の引き上げや労働生産性の向上など、さらなる生産効率の改善が必要とな

る。本特集では、各国の現地調達の最新状況とそれぞれの国における企業の取り組みなどについて、

15回にわたり報告する。 

 

■ 生産効率向上のカギは現地調達の拡大 

ジェトロの「2015年度アジア・オセアニア進

出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）

によると、営業利益の見通しで「黒字」と回答

したASEAN進出企業は平均で62.2％に上り、「均

衡」（14.0％）、「赤字」（23.7％）を大きく上回

る。今後 1～2年の事業展開の方向性では、「拡

大」と回答した企業の割合は、中国が 38.1％と

4割を切る中、ASEANは54.2％と過半数を超え、

引き続き旺盛な拡大意欲がみられる。南西アジ

アでも、パキスタン（76.7％）、インド（74.7％）、

スリランカ（73.0％）と軒並み 7割を超えてい

る。このように拡大意欲が強い一方で課題も多

く、その代表的なものが現地従業員の賃金上昇

だ。ASEAN や南西アジア地域では日系企業の想

定を上回るスピードで人件費が高騰している

国もあり、これらの対応に苦慮する企業が少な

くない。 

  

 生産効率向上の手段としては、（1）原材料・

部品の現地調達や設備の現地化、（2）自動化な

どによる生産工程の省力化、（3）生産ラインの

省スペース化や省エネ化、といったものとなる。

こうした対応を同時に進めることが肝要だが、

中でも製造コストの 6割に達する原材料・部品

を現地調達化できるかどうかがコスト低減で

重要なカギを握る。 

■ 現地調達率向上が順調に進むタイ 

現地調達率を引き上げるには地道な取り組

みが必要で、多くの時間を要する。ジェトロ調

査で進出日系企業の経営上の問題点として、

「原材料・部品の現地調達の難しさ」を挙げた

企業の割合は調査対象国・地域全体（注）で

43.5％となる。個別にみると、カンボジア

（72.7％）、バングラデシュ（70.6％）が 7 割

を超え、ベトナム（65.2％）、スリランカ

（63.6％）、フィリピン（62.3％）、インドネシ

ア（61.0％）も6割を上回る。一方、中国は30.4％

と、調査対象のアジア諸国の中で相対的に低く、

各社の現地調達率向上の取り組みが一定程度

進んで、現在は喫緊の経営課題となっていない

様子が浮き彫りとなった。また、ASEAN の中で

最も産業集積が進んでいるとされるタイは

39.0％と、4割を切る水準にある。 

  

 タイでは日系各自動車メーカーのローカル

サプライヤー育成への取り組みなどが進んで

おり、1次請け（Tier1）で 700社以上、2次・

3 次請け（Tier2・3）で 1,700 社以上と自動車

産業に集積の厚みがある。同国では日系製造業
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の新規進出が近年も高水準で推移し、現地調達

率の向上に寄与している。多くの日系企業がプ

レス部品や鍛造部品はもちろん、ネジ、バネ、

化学品などの分野でさらなる現地調達先を探

している。治具・機械などの設備、表面処理や

研磨などの分野においても、現地での外注先を

求める日系企業は多数存在しており、今後、汎

用（はんよう）部品の現地調達化についても余

地が残されているといえる。 

■ 品質基準を満たせず国内調達できない事例

も 

ジェトロ調査による対象国・地域での製造

業の現地調達率の現状をみると、ASEAN 地域で

はタイ（55.5％）が最も高く、カンボジア（9.2％）

が最も低い水準にある（表参照）。なお、ミャ

ンマーは 5.0％とさらに低いが、回答企業数が

10社未満のため、表には記載していない。また、

表には示していないが、ASEAN 主要国の現地調

達率を 2010 年と比較すると、タイ、インドネ

シア、マレーシア、フィリピンで低下した。こ

れらの国はいずれも中国からの調達比率が上

昇しており、ASEAN で補えない部品などの調達

先として、中国の役割が近年高まっていること

がうかがわれる。 

 次回以降に詳報するが、幾つかの主要国につ

いて概観すると、現地調達率が ASEANでタイに

次いで高いインドネシア（40.5％）でも、原材

料・部品のさらなる現地調達化に関心を寄せる

企業が多い。ジェトロ調査でも 73.2％の日系企

業が現地調達をさらに引き上げる方針と回答

している。しかし、同国における現地調達率は

2012年以降横ばいの状況が続く。納品先の品質

基準に見合う原材料・部品が現地生産されてお

らず、国内調達ができないためとされる。また、

原材料費の半分近くを占める基幹部品につい

ては納入先から指定があり、日本から調達せざ

るを得ないと回答する企業も多い。ただし、こ

れらの課題はインドネシアに限らず、多くの国

で聞かれるものだ。 

  

 マレーシアの現地調達率は 36.0％にとどま

るが、自国の市場規模が小さく関連産業の厚み

が薄い点が指摘されている。産業に広がりがな

いと優良品質を扱う企業の数が少なくなり、ま

とまった部材を効率的、柔軟に調達できず、結

果的に現地調達率が思うように上がらない一

因になるという。 

  

 近年、産業集積が徐々に厚みを増

しつつあるベトナムの現地調達率

は 32.1％となった。同国の最低賃

金は 2016年 1月から前年比 11.6％

～12.9％上昇し、その伸び率がイン

フレ率を上回っており、進出日系企

業にとって生産コストの削減が急

務となっている。ある日系企業は、

納品先からの指定などを除く大半

の金型について、地場企業への技術

指導などを通じて、地道に現地調達

率を上げる事例を報告している。ジ

ェトロ調査においても、ベトナムで
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は今後 1～2 年で事業を「拡大」と回答した企

業の割合が、鉄・非鉄・金属（64.1％）、化学・

医薬（64.6％）、電気機械器具（62.2％）の 3

分野で、調査対象国・地域中の 1 位となった。

今後もベトナムで、現地調達化に向けた取り組

みが進むと予想される。 

 

 インドの現地調達率は 48.0％で南西アジア

地域で最高水準だが、ある日系企業によると、

特に素材系は地場企業の数が限られ寡占状態

だという。このため、地場企業は輸入品の価格

に合わせて自社製品の単価を設定する傾向に

あり、仮に現地調達に切り替えても輸入品と価

格があまり変わらないとする指摘もあった。た

だ、輸入財を現地財に切り替えることは納期短

縮や為替リスクの回避など、企業経営にとって

多くの利点を有しており、生産コストの低減だ

けがその目的ではないといえるだろう。 

  

 カンボジア、ラオス、ミャンマー（CLM）に

ついては、東西経済回廊や南部経済回廊の整備

が進むカンボジアとラオスを中心に、主にタイ

のマザー工場から労働集約的な単純作業工程

を引き受ける垂直分業型（工程間分業）の工場

設立が注目されてきた。しかし、原材料・部品

をほぼ全てマザー工場を含む周辺国からの支

給に頼っており、現地調達率は低水準にとどま

っている。またミャンマーは、タイとの国境を

結ぶ経済回廊や電力などのインフラ整備が遅

れているため、外資による本格的な工場進出は

ティラワ経済特別区の稼働を待つ必要がある。

そのため、CLM の現地調達率の向上には国内産

業の育成やさらなる外資誘致が必要で、本格化

するまでにしばらく時間を要するとみられる。 

■求められる裾野産業の基盤強化 

このように、現地調達の進度は国ごとに差が

あり、各国それぞれにおいて個別の課題を抱え

ている。現地調達率を引き上げるには、新規取

引先の積極的な開拓や地場企業への個別の技

術指導など、地道な取り組みが必要となるだろ

う。ジェトロでは、日本企業に対して原材料・

部品の供給を希望する現地企業と、現地での調

達を希望する日系企業とのマッチング商談会

などを開催している。こうした機会を活用する

など、個別の企業単位での取り組みがもちろん

重要ではあるものの、外資系企業や地場企業に

よる産業集積がある程度進まないと現地調達

は難しく、企業単体の努力だけでは限界がある。

各国政府は今後、外国企業をさらに誘致し裾野

産業の基盤を厚くするための外資優遇政策や、

地場企業への技術移転奨励策など、産業基盤強

化に向けた努力が求められている。 

  

（注）北東アジア 5ヵ国・地域（中国、香港・

マカオ、韓国、台湾）、ASEAN9 ヵ国（タイ、

ベトナム、インドネシア、マレーシア、シ

ンガポール、フィリピン、カンボジア、ミ

ャンマー、ラオス）、南西アジア 4ヵ国（イ

ンド、バングラデシュ、スリランカ、パキ

スタン）、オセアニア 2 ヵ国（オーストラ

リア、ニュージーランド）の計 20 ヵ国・

地域。 
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日本の技術指導を受けた地場メーカーが成長 

 

ジェトロ・カラチ 北見創 

 

進出日系自動車メーカーは、パキスタン政府の政策に従い、自動車の国産化と原料・部品の現地調

達化を進めている。しかし、自動車の販売台数は年 20 万台にとどまっており、日系部品サプライヤーに

とって製造拠点を設立するのは採算が合わない。今後 5 年で市場が 30 万台に拡大することが期待され

る中、資金力のある地場財閥系の部品サプライヤーが日本企業との技術指導契約を活用し、ビジネスを

拡大することが想定される。 

 

■ 製造原価に占める材料費は 8割超 

 パキスタンに進出している日系メーカーの

業種は、主に自動車、自動二輪、化学、鉄鋼な

どだが、こうしたメーカーに原材料・部品を納

める日系サプライヤーは数社しか進出してい

ない。一方、政府は完成品や組み立て部品に対

して高関税を課し、国内生産や現地調達を促す

政策を取っている。日系企業は、裾野産業が脆

弱（ぜいじゃく）なパキスタンで原材料・部品

の現地調達や完成品の製造に取り組んでいる。 

  

 ジェトロが行った「2015 年度アジア・オセア

ニア進出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ

調査）によると、パキスタン進出日系製造業の

製造原価に占める材料費の割合は平均で

83.4％と、調査対象の 18 ヵ国・地域の中で最

も高い。途上国にもかかわらず、労働集約的な

産業の進出が少ないからだ。高関税が課された

輸入材や技術指導契約に基づいた高コストの

現地生産材を使用するため、材料費の割合が高

くなる傾向にある。 

  

 日系製造業の現地調達率（金額ベース）の平

均は 37.4％だが、国外の調達先をみると日本や

ASEANからが 16～17％程度と低い。隣国インド

からも輸入規制の部品調達は困難で、中東や欧

州からの調達が比較的多い。 

■ 自動車部品の国産化は市場次第 

日系製造業の現地調達先は地場企業が

74.1％を占める。日系がほぼ 100％のシェアを

占める自動車産業では、自動車メーカーは 40

～110 社ある部品サプライヤーから調達してい

るが、日系の部品サプライヤーが少ないため、

日本の部品製造企業と技術指導契約を結んだ

地場企業からの調達が多い。 

  

 地場部品メーカー最大手アグリオート・イン

ダストリーズの取締役会長で、パキスタン駐在

が通算 20年間に及ぶ荒栄豊氏は「5年後にパキ

スタンの自動車市場は 30 万台に拡大すること

が予想される。裾野産業が未熟だからこそ、サ

プライヤーにとってのチャンスは大きい」と語

る。同社はハビブ財閥傘下で、1981 年の設立。

日本企業 6 社と技術指導契約を締結しており、

主に、ショックアブソーバー、ウインドーレギ

ュレーター、フロントフォークなどを製造する。

パキスタンでショックアブソーバーを生産し

ている会社はほかにないという。 

  

 パキスタン工業開発庁（EDB）は、部品ごと

に付加価値の指標であるインプット・アウトプ

ット比率（IOR）を計算し、国産化されている
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かどうかを判定する。それに基づいて関税率が

決定される。自動車部品会社の場合、法令

SRO655（2006年）に基づき輸入関税率は原材料

が 0％、サブコンポーネントが 5％、構成部品

が 10％、部分組み立て品が 20％と定められて

いる。 

  

 「自動車の販売台数が増えなければ、国産化

や現地調達は進まないだろう」と荒栄会長は指

摘する。国産化には金型への設備投資が伴うが、

少量生産では採算が合わない。現状では市場規

模が小さいため、自動車メーカーではモデルを

絞って長期間生産するなどの対応が必要にな

る。しかし、近年は全世界での一斉モデルチェ

ンジなどがあり、モデルを長期間切り替えない

ことは難しいという。 

■ 技術指導契約は日本側にもメリット 

同社は 2012 年、プレス部品を製造するアグ

リオート・スタンピングを新たに設立した。従

来は納入されたプレス部品の寸法が合わない

など低品質のものがあり、現場で検査し手直し

が必要だった。同社は検査不要のプレス部品を

ジャスト・イン・タイム方式で 1 日 20 回納入

する体制を整え、自動車メーカーの生産がスム

ーズになった。 

  

 「品質に問題があるため、当社ではオイルな

どを除きパキスタンの部材は使用していない」

と荒栄会長は話す。使用する鋼材の約 6割は高

張力鋼板（ハイテン材）で日本製、残りは韓国

製だ。車両の安全性向上や軽量化を目指し、近

年では高硬度のハイテン材を使用することが

多くなっており、在タイ日系企業からタイ人の

技術者 2人を派遣してもらい、技術指導を受け

ている。 

  

 

 技術指導契約には、指導を受けるパキスタン

側企業に一定の資金が必要となる。体力に劣る

小規模な部品サプライヤーは、コピー品や低品

質のものしか製造できない。こうした企業は淘

汰（とうた）されるか、2～3次下請けになって

いく傾向にある。 

  

 「技術指導契約は日本企業にもメリットがあ

る。リスクが低いにもかかわらず、一定の収益

を得ることができる」と荒栄会長。今後も技術

指導ベースで部品生産が拡大していくことが

予想される。 
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調達率は大きく低下、産業集積の薄さが壁に 

 

ジェトロ・クアラルンプール 新田浩之 

 

在マレーシア日系企業の現地調達率は、周辺の ASEAN 諸国と比べて低い。現地調達の拡大は製造

コストの低下に寄与するはずだが、ここ数年、その傾向はみられない。最大の理由は、国内市場が小さ

いため産業集積が薄いことにありそうだ。 

 

■ 電気機器や鉄などは製造業平均を下回る 

 マレーシアにおける製造業の現地調達率は

高くない。ジェトロの「2015 年度アジア・オセ

アニア進出日系企業実態調査」（以下、ジェト

ロ調査）によると、2010 年時点では 45.9％の

企業が原材料・部品を現地調達していると回答

したが、2015年は 36.0％と調達率が 10ポイン

トほど低下している（図参照）。逆に日本（2015

年時点の調達率：32.6％）、ASEAN（13.2％）、

中国（7.8％）からの調達率が上昇した。タイ、

インドネシア、ベトナム、フィリピンなど他の

ASEAN主要国と比較しても、現地調達率が 2010

年時点からこれほど大きく低下しているのは

マレーシアのみだ。 

  

 ジェトロ調査では、日本の製造原価を 100と

した場合の現地での製造原価についても聞い

ている。マレーシア進出日系企業の回答の平均

は 80.5 と、日本で製造するよりも 2 割弱低く

抑えられている。他のアジア諸国と比較すると、

中国（81.9）、タイ（81.7）より低く、インド

ネシア（80.3）とはほぼ同じ、フィリピン（76.3）、

ベトナム（73.0）よりは高い。電力やガソリン

など製造コスト面におけるマレーシアの競争

力は、他の ASEAN主要国に引けをとらない。そ

れにもかかわらず現地調達率は低いという特

徴がマレーシアにはある。 

  

 現地調達率を主要業種別にみると、輸送用機

械器具が 43.0％と全体平均（36.0％）を上回る

（表参照）。これはマレーシア政

府が自動車産業に、各種優遇政

策を織り交ぜながら現地調達を

求めていることに起因する。ま

た、化学・医薬も 40. 5％と 4

割を超える。一方、電気機械器

具は 32.3％、鉄・非鉄・金属は

30.4％と全体平均を下回った。

以上は回答数が 10社以上の業種

の調達状況だが、回答数が少な

い業種でみても、5割を超えたの

は木材・パルプのみだ。なぜ、

マレーシアでは現地調達率が上
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がらないのか。 

 

 

 

■ 現地の有力部品企業は輸出を優先 

ある大手電機メーカーによると、マレーシア

での現地調達は部材によって異なる。電子部品

の調達は、自社製品に適合する高品質な部品を

製造している地場企業はほとんどないことか

ら、他国に依存している。一方で、樹脂や金属

の成型品などの外装品については国内から調

達している。別の大手電機メーカーは、外装品

のマレーシアの水準はタイよりも高いと評価

している。そのため、外装品の現地調達率は高

いものの、多くの高品質な電子部品については、

現地メーカーが輸出優遇税制取得の条件に基

づいて製品を輸出に振り向けているために、日

系企業の現地調達率が必然的に低くなるので

はないか、と推察される。 

  

 中小電子部品メーカーにも、現地調達率がゼ

ロに近い例がある。この企業は 100％近い部材

を日本やドイツなどから輸入している。これら

部材からコネクター部品を製造し、これを在マ

レーシアの日系企業や海外メーカーに販売す

る。部材を海外に頼る理由は、マレーシアでは

まとまった量を調達できないことにある。同社

の現地調達率は 10 年前からほとんど増えてお

らず、今後も比率を増やす予定はないとの回答

だった。 

■ 市場規模小さく、広がりを欠く産業の裾野 

進出日系企業へのヒアリングによると、マレ

ーシアで現地調達が進まない要因は 3点に集約

される。1 つ目は、市場規模が小さく産業の裾

野が薄い点だ。産業に広がりがないと優良品を

扱う企業の数も少ない。ある企業は代表的な例

として、タイやベトナムには産業の核となる高

炉が建設されるが、マレーシアには高炉がない

点を指摘する。鉄鋼メーカーは、鉄鋼部材を使

用する産業がマレーシアでは発展しにくいと

みている。産業の集積が少ないことは、まとま

った部材を効率的・柔軟に調達できないことに

つながり、進出日系企業の現地調達率を年々低

下させる一因になっている。 

  

 2 つ目の要因はマレーシアの制度だ。ある企

業は、ブミプトラ（マレー系と先住民族の総称）

優遇政策を挙げた。優良企業が進出を検討して

も、政府に技術移転を要求される可能性から、

進出計画を取りやめることもある。さらに、外

国人労働者の採用が難しくなっていることも

企業の進出意欲には逆風だ。実際ここ数年、製

造業の進出数はそれほど増えていない。また、

優遇税制の適用には製品の 80％近くを輸出す

ることを求められるため、日系部品メーカーが

マレーシア国内での調達に貢献しにくくなっ

ている。 

  

 3 つ目の要因は、各種コストの上昇だ。マレ

ーシアの製造コストは中国やタイよりも低い

が、ASEAN の中では高い方に入る。財政赤字を

削減するために、政府は今後、各種補助金を段

階的に削減する方向だ。今は ASEANの中でも比

較的安価な電気代などのインフラコストが上

昇する懸念がある。既に公共インフラの一部は
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値上がりし始めている。こうしたコストの上昇

を受けて、日系企業がより産業が集積し製造コ

ストの安いタイやインドネシアなどから部材

を調達する結果、年々、現地調達率が低下して

いるとみられる。一部の日系企業にはコスト削

減のため、マレーシア企業への技術指導を行う

ことで現地調達率を引き上げる動きもみられ

る。しかしマレーシア全体でみると、上記の理

由から低下傾向が続いており、構造的な問題を

抱えているため、今後も大幅な改善は見込みに

くそうだ。 
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生産効率改善は第三国からの調達がカギ 

 

ジェトロ・コロンボ 小濱和彦 

 

スリランカにおける原材料・部品の現地調達率は低く、向上の余地はいまのところ限定的だ。現地調

達率を引き上げて生産効率を改善するには、日本から調達している原材料や部品を、自由貿易協定

（FTA）締結国を含めて第三国からの調達に切り替えられるかどうかがカギとなるだろう。 

 

■ 現地調達率の向上には限界 

ジェトロの「2015年度アジア・オセアニア進

出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）

によると、スリランカの現地調達率は 37.9％と

調査対象国の中でも中位にあり、一見すると、

それほど低い数値ではない。しかし、回答企業

の中には、ココナツなどスリランカ産の一次産

品を主原料とする資源立地型企業が含まれて

いることを考慮しなければならない。機械部品

や電気機械などの分野に限れば、この数値が大

きく下がるため、経営上の問題点に「原材料・

部品の現地調達の難しさ」を挙げる進出日系製

造業は 63.6％に及ぶ（図 1参照）。 

  

 これは、カンボジア（72.7％）、バングラデ

シュ（70.6％）、ベトナム（65.2％）に次ぎ調

査対象国で 4番目に高い数値だ。20年以上にわ

たり機械部品を現地で製造している日系企業

によると、スリランカで調達可能なものは段ボ

ールや緩衝材などの梱包（こんぽう）品などに

限られ、現地調達率は 5％にも達しておらず、

さらにこの割合は創業当時からほとんど変わ

っていない、とのことだ。 

  

 この理由は明らかで、機械部品関連の日系製

造業が、スリランカでは入手困難な付加価値の

高い原材料・部品はその多くを輸入に頼ってい

るからだ。加えてスリランカでは 1983 年から

26年に及ぶ内戦が続いたため、その間は外資系

製造業の進出が限られ、国内の裾野産業が十分

育たなかったことも大きな要因になっている。

2015年1月に誕生したシリセナ政権は輸出拡大

に向け、製造業の育成を経済政策の中心に据え

ているものの、短期間で状況が大きく変化する

とは考えにくい。 
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■ FTAを活用して「準・現地調達」を模索 

 ただし、スリランカの製造拠点としての将来

性が乏しいわけでは決してない。ジェトロ調査

によると、スリランカの「輸出先の内訳」とし

ては欧州が 15.7％を占め、調査対象国の中で欧

州向けの割合が最も高い（図 2参照）。つまり、

スリランカは日系企業にとって、欧州など、ア

ジアから西方への輸出拠点としての役割を担

っているとみることができる。欧州とスリラン

カの間には中東や東アフリカといった新興地

域があり、インド洋におけるハブ港であるコロ

ンボ港の利用によって、これらの地域に容易に

アクセスすることができる。スリランカはこの

ように地理的優位性を有し、中継加工貿易など

で重要な製造拠点になる可能性を秘めている

といえる。 

  

 スリランカは 1998 年にインドと FTA を締結

（発効は 2000 年）しており、中国との FTA も

2016年中に交渉が妥結するとみられている。ジ

ェトロ調査によると、インド、中国での日系製

造業の現地調達率はそれぞれ 48.0％、64.7％と

スリランカより高く、両国には日本企業の求め

る基準に合致した原材料・部品を調達できる裾

野産業がある程度存在している。従って現在、

日本から調達している付加価値の高い原材料

や部品のうち、両国で製造しているものを、FTA

を活用して無税もしくは低税率でスリランカ

に仕入れる「準・現地調達」のモデルを確立で

きる可能性がある。 
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製造業のさらなる発展には人材育成が重要 

 

ジェトロ・ジャカルタ 山城武伸 

 

ジェトロが毎年行っている「アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」によると、インドネシアにおけ

る製造原価は年々上昇している。毎年引き上げられる最低賃金に加え、現地通貨ルピアの対ドル安が

原材料・部品の輸入コストを押し上げている。生産コスト削減のため、原材料・部品の現地調達を検討す

る企業は多いが、納品先が指定する品質・仕様に合致しないケースが少なくない。そうした中で、現地調

達率が向上しているのが金型産業だ。技術移転に時間がかかる同産業では、人材の育成が急務だ。 

 

■ 賃金高騰に伴い製造原価が上昇 

ジェトロの「2015年度アジア・オセアニア進

出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）

によると、日本を 100とした場合の製造原価は、

2013 年の 76.5 から、2014 年は 78.5、2015 年

には 80.3 となり、年々上昇している。製造原

価上昇の一因は人件費の高騰にある。ジェトロ

調査によると、製造原価に占める人件費の割合

は 2012年に 12.6％だったが、2015年は 17.8％

と 5.2 ポイント増加した（図 1 参照）。ジャカ

ルタの最低賃金は同期間で 1.77 倍に高騰し、

賃金上昇に伴う製造コストの増大は、日系企業

にとって深刻な問題の 1つになっている。 

 

 人件費増大への対策として、省人化のための

機械の導入や作業効率の向上が挙げられる。し

かし、自動車・二輪車をはじめとする消費が落

ち込む中、追加の設備投資を行いにくいのが実

情だ。自動車関係の工場設備を手掛ける日系企

業によると、新規設備導入の動きは鈍く、他業

種への販路開拓を行わなければならないとい

う。他方、最低賃金は勤続 1年未満の従業員に

しか適用できない上、2 年を超えて継続勤務す

る契約社員は正規雇用することが義務付けら

れている。二輪車部品を製造する日系中小企業

によると、繁閑度に応じて人員調整を行うため、

従業員の多くが作業を十分習熟していない契

約社員となり、作業効率がなかなか上がらない

という。 

■ 原材料・部品の現地調達には限界も 

こうした中、部品調達の現地化に関心を寄

せる企業は多い。ジェトロ調査では、73.2％の

企業が、今後は部品の現地調達率を引き上げる

方針と回答した。他方で、インドネシアにおけ

る現地調達率は 2012 年以降、横ばいの状況が

続く（図 2 参照）。インドネシアでは納品先の

品質基準に見合う原材料・部品が生産されてい

ないため、国内調達できないことが多い。ジェ

トロ調査では 2012 年以降、日本と中国からの
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調達率が漸増し、ASEAN からが漸減した。自動

車部品を製造する日系企業によると、従来はタ

イから原材料や部品を調達していたが、円安が

進み、日本からの調達コストが相対的に安くな

った結果、現在は日本からの調達を増やしてい

るという。 

  

 二輪部品を製造する日系企業は、部品調達の

現地化には限界があると指摘する。原材料費の

半分近くを占める基幹部品は、納入先からの指

定品で日本から調達している。自社で現地調達

できるのはそれ以外の部品だが、インドネシア

では供給元が限られているため、どのサプライ

ヤーから調達しても費用はさほど変わらない

という。同社によると、完成車の設計が日本で

行われるため、基幹部品は日本製が指定される

ケースが多い。自動車部品を製造する日系企業

も、同様に日本、中国、タイなどから原材料を

輸入せざるを得ない状況だ。インドネシアの現

在の市場規模では、原料を生産するプラント企

業の進出はなかなか難しい。 

 

■ 裾野産業の人材育成に取り組む金型産業 

こうした状況ではあるが、ジェトロ調査に

よると、現地調達率の引き上げを検討する企業

のうち、77.9％は地場企業からの調達が重要と

回答しており、日系企業からの調達を重視する

企業（66.2）を上回っている。そうした中、現

地調達化が進む分野の 1つが金型産業だ。裾野

産業の競争力強化と人材育成に取り組んでい

るインドネシア金型工業会（IMDIA）によると、

2006 年に 23％にすぎなかった金型の現地調達

率が年々向上し、2014 年には 52％に達した。

IMDIA はプレスやモールド、キャスティング技

術習得のためのワークショップを 2014 年まで

に累計 249 回開催し、関連技術を獲得した 348

人がインストラクターとして認定されている。

2006年の設立当初、79会員でスタートしたが、

現在は 449会員に増加している。 

  

 インドネシアの裾野産業育成に取り組む、日

本工業大学専門職大学院の横田悦二郎教授は、

2015 年 11 月にジェトロが主催した経済連携促

進セミナーにおいて、インドネシアでは 40 年

足らずの間に繊維から電気電子、二輪・四輪車

に至る産業移転が進んできたが、今は踊り場に

ある、と述べた。金型産業などの高度な技術・

技能が求められる裾野産業は、技術移転に時間

がかかる上、生産額が少なく、投資効率が良い

とはいえない。これまで金型は輸入されるケー

スが多かったが、ルピアの対ドル安の進行で輸

入コストが上昇している現在こそ、裾野産業の

育成と活性化にとっては重要な時期、だとして

いる。賃金上昇やルピア安によって生産コスト

が上昇し、インドネシアはますます労働生産性

が問われる段階に入ってきた。同国の製造業が

さらに発展するためには、官民を挙げて技術人

材の育成に取り組むことが重要となっている。 
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近隣諸国向け輸出拠点として高い役割 

 

ジェトロ・シンガポール 小島英太郎 

 

近年、ASEAN や中国向けに電気・電子部品を保管、輸出する物流拠点としてシンガポールの役割が

高まっている。同国に調達拠点を置く電気機械メーカーや電気・電子部品製造・販売企業、商社などへ

のヒアリング調査を踏まえ、調達・供給ハブとしてのシンガポールの動向を、2回に分けて報告する。 

 

■ 部品サプライヤーが集積、域内の部品ニー

ズに対応 

シンガポールにとって、エレクトロニクス産

業は製造業生産高のうち 3割強を占める重要な

産業だ。半導体、集積回路、記録用媒体などの

電気・電子部品（以下、便宜的に「IT部品」と

呼ぶ、注 1）のメーカーに加え、専門商社、電

子機器受託製造（EMS）サービス事業者が同国

に集積してきた。こうした IT 部品サプライヤ

ーとの商談、調達（購買）をスムーズに進める

ため、電気機械のセットメーカーなどはシンガ

ポールに調達拠点を置いてきた。これらは、近

隣の ASEAN諸国や中国などに立地する工場向け

の調達場所にもなっている。 

  

 一方、IT部品サプライヤーはシンガポールに

製造工場を持ち、輸出する場合もある（以下、

地場輸出）。シンガポールの物流ハブ機能を生

かし、同国内または他国で生産・調達した部品

をいったんシンガポールに保管し、必要に応じ

「（再）輸出」も行ってきた。IT 部品サプライ

ヤーがシンガポールから他国に製造工場を移

管する場合、販売店（商社機能）のみをシンガ

ポールに残し、例えばマレーシアからタイに送

られる IT 部品の代金決済（オフショア取引）

だけをシンガポールで行うことなどもある。こ

うしたオフショア取引を促す制度を、シンガポ

ールは有している（注 2）。加えて、シンガポー

ルでは非居住者在庫制度が整っていることも、

物流上のメリットとなっている（注 3）。 

■ IT部品輸出の 7割強が再輸出 

シンガポールの IT 部品輸出は、2014 年には

7 割強が再輸出で占められている（表 1 参照）。

2014 年の輸出額は 2000 年の 2 倍超になり、こ

のうち半導体など電子部品類が 8割を超えてい

る。注目すべきは、再輸出と地場輸出の推移だ。

2000年ごろは、金額ベースでどちらもほぼ同額

だったが、現在では再輸出が全輸出の 7割を超

える。記録用媒体など品目によっては再輸出比

率が低い（地場輸出比率が高い）ものもあるが、

総じて再輸出比率は高まる傾向にある（表 2参

照）。シンガポールは自国内で製造した IT部品

を輸出しているが、近年は取引や物流を中心に

行う性格をより強めているといえる。 

 

地場輸出額は 2010年ごろまでは伸びていた

が、その後は減少に転じ、2015年 1～10月実績

も同様の傾向となっている。コスト高を背景に

シンガポールの製造拠点としての役割が薄ら

いでいることに加え、近隣諸国の工場からの現

地調達ニーズ（在庫削減、リードタイム短縮な

ど）に対応するため、IT部品サプライヤーが他

国に製造拠点を移管し、各地で部品供給ができ

る体制を整えてきたことがある。IT部品サプラ
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イヤーが取引・物流機能をシンガポールに残し、

輸出額が伸び悩む中で、再輸出比率が高まって

きたといえる。 

■ 国・地域別では中国・香港向けが 45％ 

 IT 部品の輸出先を国・地域別にみると、中

国・香港向けが 44.8％を占める（図参照）。台

湾と韓国を含めると、北東アジア向けが約 6割

だ。ASEAN向けは、2000年に約 3割を占めたが、

現在は 2割にとどまっている。ITサプライヤー

の域内への分散が、背景にあるとみられる。日 

本向けは近年減少傾向だが、円安が IT 部品の

取引にも影響していると推測される。2015年 1

～10月の輸出額をみると、シンガポール近隣で

プラスになっているのはベトナム向けのみだ

（表 3 参照）。同国において、通信機器産業の

集積が進んでいるためとみられる。 

 なお再輸出比率は、2015 年 1～10月で国・地

域ごとにおおむね 6～8 割強となっている。そ

うした中で、香港は 80.9％、中国も 77.1％と 8

割前後の高い比率を示している。 

 

（注 1）IT部品の分類は、ジェトロ「世界貿易

投資報告 2015年版」資料を参照。 

（注 2）シンガポールは、オフショア取引を促

すため、同取引の収益に対する課税を軽減

するための「グローバル・トレーダー・プ

ログラム（GTP）」を用意するなど、制度的

な環境を整えている。 

（注 3）シンガポールにおける非居住者在庫の

扱いについては、ジェトロのウェブサイト

を参照。 
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日系企業の調達機能が他国に移管も 

 

ジェトロ・シンガポール 小島英太郎 

 

日系企業にとって、シンガポールにおける調達機能の役割は近年、変化している。各国工場での現地

調達ニーズが高まる中、IT 部品サプライヤーも、国内だけでなく各国で取引や部品供給ができる体制を

整え始めている。シンガポールの後編。 

 

■ 周辺各国の製造拠点が自立、現地調達を進

める傾向に 

ジェトロ・シンガポール事務所が 2015 年 8

～9 月に実施した「第 4 回在シンガポール日系

企業の地域統括機能に関するアンケート調査

（注 1）」によると、地域統括機能を持つと回答

した 90 社のうち、21 社（23.3％）が「調達」

機能を有すると回答した（うち 8 社が電気機

器・機械メーカー、注 2）。同機能を持つ企業の

割合は、2011年に実施した前回調査と比べ 5.3

ポイント低下した。現在もシンガポールで

ASEAN など周辺国の製造拠点のための調達を行

う企業がある一方で、各国工場が自ら調達する

ようになり、調達機能が他国に移管されてきた

ことが背景にあるとみられる。 

  

 車載用電子機器を製造する日系メーカーA 社

の場合、ある商品を製造するために 90 社以上

から IT 部品を調達しているが、ほぼ全ての IT

部品サプライヤーがシンガポールにあるとい

う。同社は「LED をシンガポールで調達したい

となれば、すぐに 5社ほどの見積もりが比較で

きる」と、同国での調達メリットを説明する。

同社はタイやインドネシアなどに工場を有し

ており、調達はシンガポール向けではなく、こ

うした海外工場のためだ。調達は各国工場でも

行っており、例えばタイで調達できない IT 部

品をシンガポールで調達したり、あるいは複数

工場でまとめて調達した方がコストメリット

を生かせる場合にシンガポールでまとめて調

達したりしている。同社によると、シンガポー

ルで調達した部品であっても実際の輸出元は

中国が中心で、近年ではフィリピン製も増加傾

向にあるという。 

  

 車載用電子機器を製造する日系メーカーB 社

は、タイ、インドネシア、フィリピン工場向け

部品の国際調達拠点（IPO）をシンガポールに

設置しているが、各国工場では「在庫をより一

層絞りたい」「現地で購入したい」意向が強ま

っており、それに呼応して IT 部品メーカーも

各国に進出するなど、商流自体が変わりつつあ

るという。同社の場合、インドネシア工場に関

しては現地で調達できる部品が限られるため、

シンガポールが調達を担当しているという。し

かし、為替の影響で円高時にはシンガポールで

域内一括購買していたが、最近の円安で部品に

よっては日本で調達する方が割安になり、「1米

ドル＝120 円台で、その傾向が顕著になった

（2015年 12月現在）」と指摘する。こうした状

況から、B 社のシンガポール IPO 拠点の役割も

変化し、新規サプライヤーの開拓など、ASEAN

域内各国工場が行う調達の支援業務が中心に

なっている。 
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■ IT部品サプライヤーも現地調達ニーズに対

応 

 一方、IT部品サプライヤーも、調達ニーズの

変化に対応している。ある日系の IT 部品サプ

ライヤー（専門商社）は、1970年代からシンガ

ポールをIT部品の調達、保管、販売を行うASEAN

の拠点としてきた。しかし、域内各国にある顧

客工場が地場企業から調達する傾向をより強

める中、同社グループ会社の中で最も販売量の

多い拠点は、車載機器向け製品の製造が多いタ

イになったという。シンガポールでは、タイで

調達できないものを一部調達して販売するこ

とはあるが、タイは自国内で多くの部品を調

達・販売できるようになっている。ただ、事業

継続計画（BCP）対応として、シンガポールが

一定の在庫を抱えることで、仮にタイの部品メ

ーカーが被災しても、シンガポールから納品で

きるという役割も担っているという。 

■ シンガポールの取引は欧米向け中心に 

シンガポールに製造拠点を置く日系 IT 部品

サプライヤーは、最近ではシンガポールでの取

引は欧米企業向けが中心となっているという。

IPO をシンガポールに設置している欧米企業と

同国内で取引を行っているが、実際に製品が使

われるのはフィリピン、ベトナム、インドネシ

アの工場で、各国向けに輸出している。また、

タイでの取引は自動車や家電などの日系企業

が中心になっている。タイ工場が自立し、新商

品開発や部品調達などを工場自身が行えるよ

うになったため、同国内で取引が進められると

いう。 

  

 ある IT 部品の輸送業者によると、タイでの

IT 部品サプライヤーの集積は 2011 年の洪水以

降に急速に進んだ。洪水により、自動車メーカ

ーなどのサプライチェーンに甚大な影響が及

んだことから、製造地の近くに部品をある程度

保管し、供給する体制を整える必要性が高まっ

たことがある。現在、タイでは非居住者在庫制

度が十分に整備されていない（注 3）こともあ

り、IT部品サプライヤー自身がタイにも進出す

る必要があったという。一方、フィリピンでは

非居住者在庫制度が整備されている（注 4）こ

とから、IT部品の在庫を域内に供給する動きが

出ているという。  

 

（注 1）「第 4回在シンガポール日系企業の地域

統括機能に関するアンケート調査」は、ジ

ェトロのウェブサイト参照。 

（注 2）電気機器・機械とは、電子部品・デバ

イス、電気機械、一般機械、精密機械、情

報通信機械器具を含む。 

（注 3）タイにおける非居住者在庫については、

ジェトロのウェブサイトを参照。 

（注 4）フィリピンにおける非居住者在庫につ

いては、ジェトロのウェブサイトを参照。 
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内需獲得を目指し、現地調達の兆しも 

 

ジェトロ・ダッカ 古賀大幹 

 

将来的な内需拡大への期待が高まるバングラデシュだが、同国内で価格競争力を高め、さらなるシェ

アを獲得するには、原材料・部品の現地調達は重要な課題だ。現時点では二輪車や自動車（新車）のマ

ーケットは小さく、裾野産業の集積も薄い。政府は製造業誘致を強調しているものの、政策は流動的だ。

そのような中、現地調達を見据えた事業展開を進める企業の取り組みを紹介する。 

 

■ 未熟な裾野産業とマーケット 

バングラデシュは 1億 6,000万の人口を擁し、

近年は 6％超の安定した経済成長を続けている

ことから、同国の内需を取り込みたいとする企

業は増加傾向にある。こうした中、地場企業の

活躍は目覚ましく、家電（特に冷蔵庫）のウォ

ルトン、自動二輪車のランナーは同国を代表す

る地場メーカーになっている。しかし、こうし

た企業も多くの原材料・部品を海外調達に頼る。

外資企業ならば、現地調達のハードルはさらに

高い。ジェトロが行った「2015年度アジア・オ

セアニア進出日系企業実態調査」（以下、ジェ

トロ調査）によると、バングラデシュにおける

経営上の課題として「原材料・部品の現地調達

の難しさ」を挙げる企業が 70.6％と、1位だっ

た。主力産業である縫製業は裾野が広がりつつ

あるが、他の製造業は苦戦を強いられている。 

  

 国内マーケットが未成熟な点も、原材料・部

品を現地調達できない理由の 1つだ。現時点で

は、バングラデシュで小ロットの部品生産をす

るより、ASEAN 地域やインドで大量生産した原

材料・部品や完成品の一部を国内輸入する方が

現実的だ。 

■ 見通しが立たない産業政策 

高付加価値産業を呼び込みたいバングラデ

シュ政府だが、地場企業によるロビー活動や税

収不足から、その方針は定まらない。二輪車メ

ーカーのホンダやインドのバジャージなどは、

完成車を輸入するよりも 15 ポイント関税が安

くなる CKD（コンプリートノックダウン）方式

を採用している。2015 年 7 月に 2015／2016 年

度の予算案が発表された際、国内産業保護を目

的とする補足税（6 種の関税のうちの 1 つ）の

税率が、従来の 30％から完成車と同じ 45％に

引き上げられた。CKD の優位性がなくなるこの

決定に対し、外資系企業が撤回を求めたところ、

政府は完成車の税率を 60％に引き上げること

で CKDの優位性を保つという結論を下した。結

局、外資系は値上げを余儀なくされ、投資環境

は以前より厳しくなったといえるだろう。 

■ 部品の現地調達を拡大する日系企業も 

輸入販売や CKDが主流の日系メーカーだが、

現地調達を模索する企業もある。電気三輪車を

販売しているテラモーターズは、既にバッテリ

ーを自社と地場企業の合弁工場から現地調達

している。その他の部品は全て中国から輸入し

ているが、1 年以内に電装系以外のボディーや

シャーシなどの部品は現地調達に切り替える

予定とのことだ。また 2015 年 12月、ダッカ南

部のアダムジー輸出加工区（EPZ）内に、自動

車シートメーカーの TS テックが進出した。縫

製業の強みを生かす同社の進出は、バングラデ

シュ政府からも歓迎されている。当面は日本や
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東南アジア向け輸出がメーンとなるが、将来的

にはインドやバングラデシュ国内への供給も

視野に入れている。 

  

 今後も堅調な経済成長が予想されるバング

ラデシュでは、高品質の外国ブランドが地場ブ

ランドよりも好まれる傾向にある。高関税の下、

価格競争力を高めるためにも現地調達は重要

だが、マーケット規模や投資規制などから、段

階的に進んでいくものとみられる。 
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電気・電子産業や裾野産業の育成が急務 

 

ジェトロ・ニューデリー、ムンバイ、バンガロール 

 古屋礼子、朝倉啓介、ディーパク・アーナンド 

 

インド政府は「メーク・イン・インディア」のスローガンの下、電気・電子産業の投資誘致に積極的だ。同

分野は裾野産業が未発達で、多くの部材が輸入によって賄われているため、同産業の育成は急務だ。

インドに進出している日系電気・電子関連企業の調達状況を分析するとともに、各社にインタビューした。

インドの前編。 

 

■ 現地調達率の向上に高い関心と問題意識 

インド市場では、ボリュームゾーンへの製品

投入で地場企業などとの価格競争が激烈さを

極めている。安価な製品価格の実現には製造コ

ストの削減が急務で、とりわけ原材料・部品の

調達コスト削減が課題だ。ジェトロが行った

「2015年度アジア・オセアニア進出日系企業実

態調査」（以下、ジェトロ調査）によると、イ

ンド進出日系企業の現地調達拡大に対する意

識は高く、業種によっては既に高い次元での現

地調達ができている。 

  

 全業種のインド進出日系企業の調達先内訳

をみると、インド（48.0％）、日本（31.5％）、

ASEAN（8.7％）、中国（4.9％）となっている。

2010年時の調査結果と比較してみると、インド

国内からの調達割合は 2010 年の 45.2％から

2015 年には 48.0％へ上昇したのに対し、日本

からの調達は 31.1％から 31.5％へとほぼ横ば

い、ASEAN からの調達は 14.8％から 8.7％に低

下している。進出企業に聞いた「今後の原材

料・部品調達の方針」では、「インドにおける

現地調達率を引き上げる」との回答が 89.3％に

上った。しかも、インド進出日系企業からの調

達ではなく、「地場企業からの調達が重要」と

の回答が 93.3％に達しており、現地調達への関

心と問題意識は極めて高い。 

  

 日本からしか調達できない原材料・部品につ

いて、日本以外の調達が困難な理由として、回

答企業の 87.2％は「品質・技術面の理由から、

日本でしか生産できない」としている。これは、

製品納入先の指定により現地調達に切り替え

ることができないためで、納品先の方針が変わ

らない限り、日本からの調達比率は引き続き高

率で推移する、とみられる。 

■ 電気・電子部品の多くは日本から 

電気・電子産業における調達状況について平

均値をみると、最も割合が大きいのは日本から

の 42.6％で、続いてインド 38.7％、ASEAN30.9％、

欧州 21.5％と続いている（図参照）。回答の中

で、「日本でしか調達できない部品がある」と

した企業は 6割あり、鋼材、シリコン関係、塩

化ビフェニル、継電器などが挙がった。生産面

での課題として「原材料・部品の現地調達の難

しさ」を挙げた企業は全体の 5割で、現地調達

の困難度は業界や企業によって異なる。 

  

 多くの日系企業が進出する輸送用機器・部品

企業の場合は、インド国内での調達が 59.8％と

最も高く、日本 30.8％、ASEAN18.0％、中国

10.5％だった。広範な裾野産業を有する輸送機
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器分野では、他産業と比べ地場での調達が比較

的容易なことがうかがえる。さらに、地場調達

の内訳をみると、インド進出日系企業からの調

達が 58.9％、地場企業からが 28.9％となって

おり、進出日系企業が果たす役割が大きい。一

方、大半の原材料・部品調達を輸入に依存する

電気・電子産業の地場調達の内訳をみると、イ

ンド進出日系企業からの調達はわずか 11.2％

にとどまり、地場企業からの調達が 81.4％と大

半を占める（図参照）。 

 

今後の調達方針について、電気・電子産業の回

答企業の 8 割は「今後、現地調達を引き上げる」と

している。地場からの調達比率を引き上げる理由と

しては、「低コスト化」が 100％、「納期の短縮」が

67％だった。 

 

 

■ 政府も電子産業の振興を奨励 

インド政府は 2012年 10月、電子機器の国産

化を促進し、輸入依存からの脱却を図る「国家

電子産業政策」を閣議決定（2012 年 11 月 8 日

記事参照）、インドでの製造を検討する電子機

器メーカー向けに、設備投資の補助や税金の還

付などのインセンティブを与える改定版「特別

奨励パッケージスキーム」を発表した。これま

でに、地場企業のほか、日系を含む外資系企業

にも、同スキームを活用する企業が出ている。

こうした政策に後押しされ、電気・電子分野の

裾野が成長すれば、同業界における現地調達率

の向上につながるのは間違いない。 
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地場メーカーの発掘や育成で現調率向上へ 

 

ジェトロ・ニューデリー、ムンバイ、バンガロール 

 古屋礼子、朝倉啓介、ディーパク・アーナンド 

 

インドに進出する日系電気・電子企業は、現地調達率の向上にたゆまぬ努力を続ける。インドをグロ

ーバルな調達の拠点とするために、地場の部品企業の発掘に取り組む企業、将来的な部品調達に向け

地場企業の育成に乗り出す企業もみられる。インド編の後編は、進出企業の事例を基に、現地調達率向

上へのヒントを探る。 

 

■ 電子・電気企業でも向上する現地調達率 

ジェトロがヒアリングしたインド進出日系

電気・電子企業の大半が、現地調達率の向上に

努めており、年々その成果を挙げている。家電

メーカーA社は「2013年は現地調達率 30～40％

だったが、現時点では 50％に上がった。毎年そ

の比率を高めている」と語る。また、当初は高

所得者層向け商品を輸入販売していた家電メ

ーカーB社は、より幅広い国内市場を狙うため、

「現地調達率を毎年数ポイント向上させてい

る」という。電機メーカーC 社も自社努力で、

「2014 年 9 月時点に 15％だった現地調達率を

2015年 12月時点で 65％まで引き上げた」と話

す。家電メーカーD 社は「自社商品はインド市

場において、スペックが高過ぎる。現在輸入販

売している製品を、数年で現地生産に切り替え

たい。生産に際しては、コスト削減のため現地

調達率を高める必要がある」とした。 

■ 生産量増えれば現地生産も視野に 

一方、現時点では輸入せざるを得ない原材

料・部品が少なからずある。今回のヒアリング

では、半導体部品、液晶、基盤、コンプレッサ

ー、銅、アルミ、鉄板などが挙げられた。その

理由として、A 社は「調達したい原材料と部品

が現地にない。地場調達するよりも輸入した方

が安い」と語った。C 社は「特に素材系は、地

場メーカーの数が限られているため寡占状態

だ。地場メーカーは輸入品の価格を考慮して、

製品の価格設定をしている。そのため、現地調

達しても輸入品とあまり価格が変わらず、自由

貿易協定（FTA）などを活用し、関税がかから

ない国から調達する場合と、価格を比較する程

度」という。B 社は「調達したい製品を作る企

業は存在するが、われわれが求めるスペックと

合わないのが実情。自社の評価基準を下げる努

力も必要と感じているが、そのためのプロセス

は簡単ではなく、時間も必要」と話す。 

  

 また、電機メーカーE 社は「プラスチック部

品や射出成型金型などは現地調達も可能だが、

生産ボリュームが少ないため、コスト面のメリ

ットが得られない」とコメントした。B社は「必

要な部品の委託製造も検討しているが、まだ自

社の生産台数が少ないため対応してもらえな

い状況。生産量が増加すれば、状況が変わる可

能性もある」とし、今後の市場の成長次第で、

調達方法の選択肢が広がる可能性を示唆した。

D 社も「現在、近隣国から輸入している原材料

や部品も、今後は委託生産するなどして、なる

べく現地生産を進めていきたい」と語った。D

社は、価格競争が厳しく、低コスト生産が求め

られる製品は委託生産で対応する方針で、「イ
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ンドの場合、他国と比べて自社製品における委

託生産製品の割合は大きい」としている。 

■ インドでの最適調達を目指す 

自社内の調達機能を統合し、グローバル調達

に加え、インド国内での調達とを融通する体制

を導入した企業もある。また、現地調達した競

争力の高い部品などを世界各地の拠点や客先

に輸出していく体制を取る企業もある。C 社と

E 社からは「将来、インドをグローバル・ソー

シング・ハブとて開発したい」との声も聞かれ

た。ただし、ヒアリングした複数の企業からは

「こうした向きを強めすぎると、為替変動など

でその瞬間に最も競争力のある拠点に生産が

集中することになり、各拠点の安定経営を考え

ると、必ずしも得策とならない場合もある」と

の懸念も示された。 

  

 効率的な調達には、ある拠点に特定部品など

の製造を集中させ、そこから各製造拠点に部品

を供給するという方法が考えられる。しかし、

国土が広く、州を越える輸送に中央販売税（CST）

が発生するインドでは、必ずしもその方式が最

適とは限らないようだ。D 社は「高性能部品な

ど、製造に多額の設備投資を伴うものは 1ヵ所

にまとめるが、技術がそれほど高くなく、かさ

ばる部品などは各拠点で製造・調達しており、

各州に倉庫を設置している。CST など、間接税

の大半を包含する物品・サービス税（GST）の

導入に期待している。インドは調達活動が難し

い国だ」と話す。 

  

 さらなる現地調達率の向上について、B 社は

「日系サプライヤーからの調達では、コスト面

で採算が合わないため、地場サプライヤーを探

したい。インドは広く、今後も開拓の余地はあ

る。技術力の高い地場メーカーの育成を通じ、

現地調達を促進する取り組みも進めている。地

場企業の育成は課題だ」と語る。また、A 社は

「日系企業に限らず、輸入取引先に対して、イ

ンドでの生産を働き掛けている」という。D 社

は「電子機器製造のフォックスコンのインド進

出に象徴されるような流れが進めば、調達先の

幅が広がる」と話した。 
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地場企業からの調達拡大に向けた新たな動きも 

 

ジェトロ・ハノイ 荒井拓也 

 

ジェトロの「2015 年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）によると、ベト

ナムに進出する日系企業の現地調達率は 32.1％だ。裾野産業集積の遅れにより、現地調達率が思うよ

うに上昇しない中、生産性を向上させる企業の取り組みについて紹介する。ベトナム編の前編。 

 

■ 現地調達は消耗品を除き低調 

ジェトロ調査によると、ベトナムに進出して

いる日系企業の原材料・部品の現地調達率は

32.1％で、前回調査（2014年度）より 1.1ポイ

ント減少した。これは、中国（64.7％）、タイ

（55.5％）、インドネシア（40.5％）と比べて

低く、相対的に低水準にとどまっている。現地

調達先の内訳は、地場企業（41.2％）、現地進

出日系企業（45.1％）、その他外資企業（13.7％）

となっており、その他外資企業からの調達割合

が、中国（7.1％）、タイ（5.1％）、インドネシ

ア（5.5％）と比較して高い。二輪車産業を中

心に、台湾、韓国などの企業から調達が行われ

ていることが、背景にあると考えられる。 

  

 一方、国内の地域ごとに 4つに分類されてい

る最低賃金は、2016 年 1 月 1 日から前年比で

11.6～12.9％上昇した（2015 年 12 月 1 日記事

参照）。2015年平均のインフレ率 0.63％（ベト

ナム統計総局）を大きく上回っており、進出日

系企業にとって製造コストの削減が急務にな

っている。 

  

 ある日系電機部品メーカーによると、現地調

達率（価格ベース）は 12％で、内訳は地場企業

1％、現地日系企業 99％とのことだった。同社

は米国、欧州、中国、東南アジアなど世界各地

に生産拠点を構えている。そのため基本的に、

シンガポール、香港、日本の調達拠点から一括

調達しており、これらと比較して安価な場合の

み現地調達部品を使用している。ベトナムは鉄

鋼や樹脂原料などの工業製品の原材料の多く

を輸入に頼っていることから、製造コストが中

国やタイなどと比べて割高になる。現地調達す

る場合も、日系企業の現地工場からがほとんど

で、地場企業から調達しているのは一部の消耗

品のみという状況だ。コネクターなどの部品は、

取引先による指定もあり、現地調達が難しいと

いう。 

■ 金型の大半は地場企業から調達 

別の日系金属加工メーカーの現地調達率は

約 20％で、内訳は地場企業が 10％、現地日系

企業が 90％だった。現地調達できないものは、

中国（85％）、ASEAN（10％）、日本（5％）から

輸入しており、例えば塗料は取引先の指定もあ

り、現地の日系企業から調達している。一方、

地場企業からは、主に紙やすりなどの消耗品や

金型を調達している。同社は、地場企業の技術

力向上に伴い、取引先からの指定や日本などか

ら生産移管したものを除く、大半の金型を地場

企業からの調達に切り替えている。他の日系企

業からも、中国などから地場企業に調達を切り

替えているといった話が複数、聞かれた。現地

日系企業がベトナム企業に対し長年、技術協力
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をしてきた成果といえる。 

  

 また同社は、金型以外の一部の部材について

中国やマレーシアから、現地の非日系外資企業

からの調達に切り替えることを検討している。

輸入する場合は、関税や国内外でかかる輸送費

を同社で負担する必要がある。一方、地場企業

から調達する場合は、輸送費は自社工場までの

国内輸送費のみとなるため、部材の価格が同一

であればコストダウンにつながる。さらにオン

タイムデリバリーも可能で、これまでのように

自社で在庫保管する必要がないのも利点とな

るだろう。 

■ 多能工化や自動化で生産効率の向上図る 

ただ、輸入による部材調達を地場企業や非日

系外資企業に切り替える動きがあるものの、全

体としては現地調達率を大きく拡大させるま

でには至っていない。ベトナム政府は 2015 年

11 月に裾野産業発展のための新たな政令を公

布し、特に中小企業に対する優遇方針を示すな

どしているが、現地調達率の向上につながるに

は相応の時間を要するとみられる（2015 年 12

月 9日記事参照）。 

  

 今回ヒアリングを行った企業における、その

他のコスト削減の取り組みとしては、工員の多

能工化、工程の見直し、自動化などが挙げられ

た。例えば、前述の日系金属加工部品メーカー

では、従業員がどのようなスキルを習得してい

るかを把握できる「スキルマップ」を作成する

など、多能工化を図っている。進出日系企業に

とって、現地調達を取り巻く環境が大きく変わ

らない現状において、中長期的には地場企業の

協力体制を構築しつつ、自社内で生産性向上を

図り、コスト削減を進めていくことが重要にな

るだろう。  
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電気・電子部品の現地調達率は 17.8％と低水準 

 

ジェトロ・ホーチミン 飯塚元人 

 

ベトナム進出日系企業の現地調達率 32.1％は前年度の調査結果（33.2％）とほぼ同水準で、近隣の

ASEAN諸国であるタイ（55.5％）やインドネシア（40.5％）を下回っている。中でも電気・電子部品の現地調

達率は 17.8％と低く、現地調達に苦慮していることが読み取れる。ベトナム編の後編は、その要因を探

る。 

 

■ 電気・電子関連の多くは輸出加工型 

ジェトロの「2015年度アジア・オセアニア進

出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）

によると、「原材料・部品の現地調達の難しさ」

を経営上の問題点と回答した企業の割合は

65.2％に上った。調査対象 20 ヵ国・地域の中

で、カンボジア（72.7％）、バングラデシュ

（70.6％）に次いで 3番目に高い。前年度の調

査結果（70.3％）から 5.1 ポイント減少したも

のの、経営上の問題点としては「従業員の賃金

上昇」に次ぐ上位項目となった。多くの進出日

系企業は依然として、現地調達の難しさを経営

課題として捉えていることがうかがえる。 

  

 また、ジェトロ調査で業種別原材料・部品の

調達先をみると、現地企業からの調達は食品・

農水産加工分野の 67.2％から、電気・電子部品

分野の17.8％まで大きな開きがある（図1参照）。

電気・電子部品は現地での調達率が低く、日本

や中国からの輸入に頼っていることが分かる。

また、業種別の現地調達先の内訳をみると、電

気・電子部品は、地場 18.7％、現地日系 66.8％、

その他外資系 14.4％と、地場企業からの調達割

合が低い（図 2参照）。 
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パナソニック、東芝、キヤノン、ブラザーな

ど多くの日系大手電機メーカーは、1990年代か

ら 2000 年代にかけてベトナム進出を果たして

いる。ベトナムに進出している電気・電子関連

企業は、大別すると輸出加工型と内需型になる

が、多くは輸出加工型だ。直近 5年間における

ベトナムの主な家電製品の生産台数は増加傾

向にある（表参照）。安価な労働力を生かした

輸出加工型企業は、中国やタイなどからの生産

移管やベトナム国内需要の伸びに合わせ、今後

も増産が続くと予想される。その際、生産効率

を向上させるためにも、現地調達は重要な要素

となる。 

 

■ 軽量で高付加価値な部品は中国から調達 

20 年ほど前にベトナムに進出した白物家電

メーカーの A 社は、進出時 5％だった現地調達

率（価格ベース）が 2015年には 15％と 10ポイ

ント上昇したが、価格の高い電気・電子部品の

大半は中国から輸入している。中央演算処理装

置（CPU）については、中国から輸入する場合、

海上輸送で 10 日前後かかる。一方、現地調達

が可能な場合はどの地域からでも一般的に 1～

2 日程度で、納期の観点からすれば、現地調達

の方が有利だ。しかし CPU の発注は通常、約半

年前に行うもので、物流で 10 日前後の差があ

っても大勢に影響はない、との意見も聞かれた。 

  

 別のメーカーB社は 30％程度を現地調達して

いるが、CPU や電子基板、関連パーツの多くは

中国からの輸入で、軽量で高付加価値な部品を

中国から調達している点は A社と同じだ。また

両社ともに、現地で調達可能な部材としては、

梱包（こんぽう）用のダンボールや製品に貼付

するシール、取扱説明書などの印刷物、その他

一部の部材に限られるようだ。 

  

 現地調達の内訳については、A 社は現地に進

出した日系からの調達が 6 割で、B 社も大半が

現地日系企業からの調達だ。地場企業からの調

達については、各種部材において要求水準を満

たすような技術を有するところがまだ多くな

いという。 

  

 ただ A社は、鉄製品やモーターな

ど輸送コストがかかる、大きく重量

のある部材は現地調達を将来的に

目指していきたいという。一方、電

気・電子部品に関しては購買単価に

比べて輸送コストが低いこと、前述

のように CPUの発注が日数に余裕を持って行わ

れていることなどの理由から、品質レベルを保

ちながら生産していくことを重視すれば、現地

調達化を急ぐことはできないのが実情だ。 

  

 現地調達率を向上させる方法として、地場企

業の育成も考えられるが、B社によると、電気・

電子分野では部品変更のサイクルが速く、地場

企業が対応することが難しいため、現実的では

ないという。現在、非日系の外資企業からも調

達しているが、今後は、サムスンや LG に代表

される韓国系セットメーカーとともに、高い技

術力を持つ韓国系サプライヤーの進出加速が

予想されるため、これら韓国系企業からの調達

を増やしたい、との意向を示している。 

■ 中長期的には地場企業からの調達の必要性

も 
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ジェトロ調査やヒアリング調査から明らか

になったのは、現地調達によってコスト削減を

行いたいものの、現時点の地場企業の技術水準

では、品質面をクリアできない点が多いという

ことだ。製品のライフサイクルの速度に対応で

きる技術を持った地場企業を育成していくこ

とは短期的には難しい。進出企業の多くは、ベ

トナム国外、特に既に産業集積がある中国から

の輸入、または別の日系企業から部材を調達し

ている。また、近年の進出増加が著しい韓国企

業からの調達も視野に入れるなど、現状ではこ

れらの方法に頼らざるを得ないと考えられる。

ただ中長期的には、賃金上昇やリードタイムの

短縮といった課題に直面することが予想され、

ベトナム裾野産業の充実と発展は、今後の重要

なテーマだ。 
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現地調達率が向上、産業集積の厚みが寄与 

 

ジェトロ・バンコク 若松寛 

 

タイでは日系企業の進出増加などで、裾野産業を含めた産業集積が厚みを増しており、日系企業の

現地調達率が向上している。メコン地域のコネクティビティー強化に伴い、今後、周辺国からの調達も拡

大することが予想される。 

 

■ 2015年に製造業全体で 59.7％に 

バンコク日本人商工会議所が実施している

日系企業景気動向調査によると、在タイ日系製

造業の現地調達率は、右肩上がりで推移してい

る（表 1参照）。製造業全体で 2010年に 49.0％

だったタイ国内からの部品・原材料の調達率は、

2015 年には 59.7％となり、5 年間で 10 ポイン

ト余り向上した。一方、日本からの調達率は

31.7％から 22.9％に低下している。 

 

  

 業種別に在タイ日系企業の部品・原材料の現

地調達率（2015年）をみると、食料品、繊維に

次いで、輸送用機械が65.7％と高い（表2参照）。

一方で、鉄鋼・非鉄（41.4％）、電気・電子機

械（45.9％）などは、製造業全体（59.7％）よ

り低くなっている。 

 

 輸送用機械の現地調達率の高さについては、

これまでの各自動車メーカーの現地調達率向

上の取り組みや、ローカルサプライヤーの育成、

その結果としての 1 次下請け（Tier1）で 700

社以上、2次・3次下請け（Tier2・3）で 1,700

社以上という自動車産業集積の厚みが背景に

ある。またサプライヤーだけでなく、鉄鋼や繊

維など裾野産業の進出や生産能力の拡大が、現

地調達率の向上に大きく寄与している。なお、

ジェトロ・バンコク事務所が 2014年 11月に実

施した「タイ日系企業進出動向調査」によると、

2010年から 2014年 11月までの約 5年間におけ

る日系製造業の新規進出数は 334社と高水準で、

そのことも現地調達率の向上に寄与したもの

とみられる。 

  

 電気・電子機械は、中国やタイを除く ASEAN

諸国からの調達が多く、現地調達率は製造業全

体に比べ低くなっている。これは部品・原材料
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が比較的軽量なことから、生産ネットワークの

範囲が広く、電子部品の産業集積が厚い中国ま

たはタイ以外の ASEAN地域からの調達が、物流

コストの面で可能になっているものとみられ

る。 

  

 ジェトロの「2015年度アジア・オセアニア進

出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）

によると、タイの日系製造業の現地調達率は

55.5％で、ASEAN 諸国では 2 位のインドネシア

（40.5％）を大きく引き離し、最も高い水準に

ある。 

■ ローカル企業からの調達増やす動きも 

タイ国内の一部企業の間では、現地で調達し

たい部品がなくなったとの声も聞くが、世界的

に販売競争が激化する中、少しでも生産コスト

を削減しようとする現地調達ニーズは依然高

い。在タイ日系企業に現地調達したい部品・原

材料を聞くと、プレス部品や鍛造部品はもちろ

んのこと、ねじやばね、化学品なども現地調達

できるところを探しているという企業が多い。

また治具・機械などの設備、表面処理や研磨な

どの外注先を探しているとの企業も多数あり、

汎用（はんよう）部品の現地調達化を進める余

地はまだ残されているといえる。また進出日系

企業のみならず、ローカル企業からの調達を増

やすことで、さらなる費用削減を行おうとする

動きも盛んだ。ジェトロ調査では、今後、現地

調達率を引き上げるに当たり、進出日系企業が

重要だと答えた企業が 73.6％だったのに対し、

地場企業が重要だと答えた企業は 77.6％で上

回った。 

  

 他方、一般に海外でベンダー（売り手）を探

すことは難しい。ローカル企業であればなおさ

らで、安定供給や品質の問題、信用情報の把握

が困難などの課題がある。中小企業などでは、

ベンダーの発掘に必要な技術的・専門的な知識

を持つ営業・調達関連の人材が不足していると

ころが多い。また、外国語対応ができる社員不

足の課題を挙げる企業も少なくない。 

  

 このような状況の下、日本政策金融公庫、バ

ンコク日本人商工会議所などが 2015年 12月に、

在タイ企業の新たな取引先の開拓を支援する

ための商談会（第 9 回日タイビジネス商談会）

を開催した。商談会は、現地調達を行いたいバ

イヤー（買い手）企業がブースを構え、そのニ

ーズに応じてベンダー企業が申し込みを行う

逆マッチング方式で行われた。マッチングは専

門の担当者が企業のニーズやベンダー企業の

製品などを把握した上で行い、商談の効率も念

頭に置かれた。この商談会には過去最多の 264

社（両国計）が参加し、事前マッチングのみで

863 件の商談が行われ、在タイ日系企業の現地

調達や取引先発掘に対する関心の高さがうか

がわれた。 

■ 周辺国からの調達の動きが活発に 

近年は人件費の上昇や労働力の制約から、タ

イからメコン地域の国に生産ネットワークを

拡大する「タイプラスワン」の動きがみられる。

最終的にタイで組み立てられる自動車や電気

機器などの労働集約的な生産工程を、周辺国に

移す相互補完的な分業体制だ。 

  

 他方、ジェトロ・バンコク事務所が 2015 年

12月に実施した調査の結果によると、周辺国か

らの部品・原材料調達の課題について、物流・

通関の問題やインフラ整備を挙げる企業が多

く、周辺国の産業が未発展で、現地調達が難し

いとの声もあった。 

  

 今後は ASEAN自由貿易地域（AFTA）の取り組

みで、遅れていた CLMV 諸国（カンボジア、ラ
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オス、ミャンマー、ベトナム）の関税撤廃が、

一部除外品目を除き 2018 年 1 月 1 日までに実

施される予定になっている。また、メコン地域

で道路・橋・港などハードインフラの整備が着

実に進展しているのに加えて、トラックの相互

乗り入れ、通関手続きと運用の簡素化、シング

ルストップ検査の促進などを含む越境交通協

定（CBTA）の付属書・議定書の批准が 2015年 9

月に全加盟国で完了した。こうしたコネクティ

ビティーの強化が、低水準にとどまっている周

辺国からの調達の動きを活発化させることが

予想される。電機メーカーなどからは、将来的

に「チャイナプラスワン」の受け皿でもあるベ

トナムからの部品調達を検討していかなけれ

ば、との声も聞かれるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

31 



 
 

ジェトロ 2016 年 5 月「アジアの原材料・部品の現地調達の課題と展望」   
Copyright (C) 2016 JETRO. All rights reserved. 

 

製造基盤の強化と将来的な生産拡大に期待 

 

ジェトロ・マニラ 石川雅啓、関悠里 

 

 フィリピンの主要輸出品目の 1 つである電機・電子機器の輸出入額は、10 年ほど前はそれぞれ約 200

憶ドルとほぼ同額だったが、近年は輸出額が多くなっている。生産性の向上や付加価値を高める企業努

力などにより、輸出が堅調に推移している。一方、フィリピン国内の現地調達率は依然として低い。同国

に進出した日系企業（電子部品、自動車）に現地調達の課題と今後の展望を聞いた。 

 

■ 重要部品の現地サプライヤー不足を指摘 

ジェトロの「2015年度アジア・オセアニア進

出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）

によると、フィリピンの原材料・部品の現地調

達率は 26.2％（前年度調査比 2.2 ポイント減）

となり、ASEAN の中ではカンボジア（9.2％）、

ラオス（23.2％）に次いで低い。内訳をみると、

地場企業からの調達率は 26.7％にとどまり、多

くを現地進出日系企業から調達（61.4％）して

いることが分かる。 

  

 日系大手電子部品メーカーの A社は「携帯電

話に組み込む IC チップなど、重要部品は現地

調達が困難で、日本からしか調達できない」と

話す。日本側から納品先の指定があり、調達先

が固定されている事情もあるが、フィリピン国

内ではサプライヤーが不足している点を指摘

する。ジェトロ調査においても、「品質・技術

面の理由から日本でしか生産できない」とした

企業の割合が、フィリピンでは 88.7％に上り、

アジア・オセアニア地域で最も高かった。 

■ 自動車産業のてこ入れに動く政府 

フィリピンに進出する日系自動車メーカー

各社は、同国市場の成長に合わせて事業を拡大

しているが、現在は国内販売台数の半分以上を

完成車としてタイやその他 ASEAN地域などから

輸入している。現地調達が難しいことに加え、

ASEAN 自由貿易地域（AFTA）を機に、完成車に

かかっていた 30％の関税が 2010 年から撤廃さ

れたことも背景にある。 

  

 そうした中、フィリピン政府は 2015 年末に

自動車生産を財政支援する「包括的自動車産業

振興戦略（CARS）」の施行細則を発表した。政

府は 2013 年から導入の意向を明らかにしてい

たが、法令の制定が遅れていた。2015年 6月 2

日に大統領令が公布されたものの、施行細則の

発表に手間取った経緯がある。6 年間で新規に

20万台の生産を計画し、1モデル当たり最大 90

億ペソ（約 225億円、1ペソ＝約 2.5円）、3モ

デル合計で最大 270億ペソの支援を与える内容

になっている。新規の投資を呼び込み、同時に

サポーティングインダストリー（裾野産業）の

育成・強化を促しながら、自動車産業部門全体

の製造能力を底上げしたい政府の狙いがある。 

  

 現在、フィリピン政府は輸出指向型製造業の

誘致を積極的に進めており、経済区庁（PEZA）

に代表される投資誘致機関は、外資系企業に対

する手厚いインセンティブを設けている。また、

フィリピン政府は 2014年度に「Manufacturing 

Resurgence Program（製造業復興プログラム）」

を打ち出した。豊富な労働力を有効活用するた

めには、雇用機会の創出が課題で、製造業の誘
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致が重要とあらためて強調している。CARSの施

行細則も発表されたことから、これら政策が投

資の呼び水となり、国内のサポーティングイン

ダストリーが強化されることが望まれている。 
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産業基盤弱く、原材料・部品はほぼ全てを輸入 

 

ジェトロ・ヤンゴン、アジア大洋州課 浜口聡、水谷俊博 

 

 ミャンマーは2011年の民政移管後、外資を積極的に導入する政策を打ち出しており、2014年度の直接

投資額は 80 億ドルを超え、前年度（41 億ドル）比で約 2 倍に増加した。ただし、製造業は 15 億ドルと全

体の 18.8％にとどまっており、業種もアパレルなどの縫製業が中心となっている。国軍による一党独裁が

長年続いたミャンマーは産業基盤が脆弱（ぜいじゃく）で、現地調達はほとんど進んでいない。工場の品

質管理の難しさを指摘する企業も多く、課題は山積みだ。特集の最終回。 

 

■ 現地調達可能な原材料・部品はほぼ皆無の

状態 

ジェトロの「2015年度アジア・オセアニア進

出日系企業実態調査」（以下、ジェトロ調査）

によると、ミャンマーの原材料・部品の現地調

達比率は 5.0％（ただし、回答数が 1 のため参

考値）で、ミャンマー国内で調達できる原材

料・部品はかなり限られる。ベトナム 32.1％、

ラオス 23.2％、カンボジア 9.2％と比較しても、

ミャンマーの低さが際立っている。 

  

 ミャンマーに進出した製造業の多くは「CMP

（Cutting、Making、Packing）」と呼ばれる委

託加工の形態を取っている。アパレルや製靴な

どの縫製業が代表例だが、原材料・部品は中国、

ASEAN、日本、EU など国外から調達しており、

国内で調達可能な原材料・部品はほとんどない。 

  

 安定的な電力供給が求められる金属加工や

電気溶接、半導体などの企業進出はまだ進んで

おらず、ミャンマーに移管される業種は、労働

集約的な単純作業工程を行う垂直分業型（工程

間分業）がメーンで、タイやベトナムのような

最終生産工程の大規模な投資はみられない。ミ

ャンマー国内の市場をターゲットにした、大規

模な生産立地の動きも今のところない。 

  

 ジェトロ調査では、進出日系企業に現地での

経営上の問題点も聞いている。ミャンマーでは

「品質管理の難しさ」と「原材料・部品の現地

調達の難しさ」がそれぞれ 100％で、「従業員の

賃金上昇」（68.8％）を抑えトップとなってい

る（表参照）。製造コスト低減のためには、労

働生産性の向上や現地調達率の引き上げを図

ることが重要だが、ミャンマーはいずれにも課

題を抱えているといえる。 

 

■ ティラワ工業団地の開業で現地進出が加速 

こうした状況下ではあるが、JFEエンジニア

リングは 2013 年に同国建設省との合弁で J＆M

スチールソリューションズを設立し、2014年に

鋼橋などを製作する工場を稼働させた。今後、

建設需要の拡大が見込まれるミャンマー市場

を取り込むため、同国内の道路橋や鉄道橋を受

注している。ただし、原材料となる鋼材はもっ

ぱら輸入に頼っており、橋、港湾構造物、ガー

ドレール、その他鋼構造物製品などをミャンマ

ーで加工生産している。ヤンゴン北部のミンガ

ラドン工業団地に工場を設立し、2015年に操業

を開始した王子 GSパッキング・ヤンゴン（Oji 

GS Packing Yangon）は、国内マーケット向け

に段ボールを製造・販売しているが、段ボール
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原紙は全量輸入し、生産設備も全て国外から調

達した。 

  

 これまでは、ミンガラドン工業団地を中心と

した日系企業の工場進出が一部みられた。その

後、2015 年 9 月にティラワ工業団地の第 1 期

（211 ヘクタール）が開業し、2015 年 12 月時

点で予約締結済み企業数は 52 社に上り、うち

日系企業は 26 社となっている。業種も自動車

部品、電子部品、カメラ三脚、梱包（こんぽう）

資材、車椅子、農業機械、建材、塗料、製缶な

どと幅広く、縫製業以外も多数含まれている。

今後、ミャンマーへの製造業進出が加速するこ

とは確実な状況だ。ただし、依然として労働集

約型産業が中心で、ミャンマー国内で調達可能

な原材料・部品の生産が急速に拡大する可能性

は低い。ちなみに、ジェトロ調査によると、1990

年代前半から経済改革にかじを切ったベトナ

ムでも、2015 年の現地調達率は 32.1％だ。ミ

ャンマーでの現地調達が本格化するには、しば

らく時間がかかるだろう。 
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